
（別紙１）

(単位：千円）

担当部局課名 メールアドレス

担当者氏名 交付対象経費総額

電話番号

「○」を選択した場合には、その策定時期（見込み）

⑵ ⑶① ⑶② ⑷ ⑽ ⑾ ⒀ ⒁

「その他」を選択した場合には、
①H26（補正）で計上できなかっ
た理由
②いつの予算で計上するのか
を記入

年 月 年 月 指標値
目標
年月

金額

合計： 57,590 H26（補正） 0

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ － － － － －

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H26（補正）

H26（補正）4 交流人口拡大事業

名寄市が持つ豊かな地域資
源を活用するとともに、そ
の魅力を広く発信すること
により、大都市圏等からの
来訪者数の増加や合宿の誘
致を推進し、交流・定住人
口の拡大を図る。

観光交流振興事業：
・ひまわり観光やご当地グ
ルメなどを普及するための
取組や新たな観光リートの
検討など名寄の観光振興を
行う民間団体へ支援

移住促進事業：
・東京圏における移住促進
イベントへの出展経費

合宿推進事業：
・冬季スポーツの合宿受入
促進のための合宿プログラ
ムの提案、送迎や宿泊等の
経費

⑿

平成27年度中での地方版総合戦略策定予定 ○

平成２７年中

⑹①

328327

27 4 28 3

27 3 28 3

3 農産物ブランド確
立事業

基幹産業である農業の一層
の振興を図るため、①もち
米文化を創生するためのも
ち米マイスターの養成やも
ち米を使用したスポーツ補
助食品のＰＲ等、②地域ブ
ランドを確立するための原
産地呼称管理制度の導入、
③実需者との連携・拡大を
図るためのもち米関連企業
の研修事業などを実施し、
もち米をはじめ地場産農産
物の消費拡大やブランド化
を確立する。

もち米の文化創生事業：
・もち米マイスター検定の
創設、製パン会社と連携し
たもち米使用スポーツ補助
食品のＰＲ、もち米料理提
供レストランの拡大等の経
費

地域ブランド確立事業：
・原産地呼称管理制度の導
入に向けた調査研究や外部
委員会開催経費

実需者との連携拡大事業：
・もち米関連企業の研修受
入経費

平成26年度　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施計画
【基礎交付分】

都道府県名

市町村名

都道府県・市町村コード（５桁）

施設整備費（補修を含む）を含
む場合は、その内容・金額

本事業における重要業績
評価指標（ＫＰＩ）

Ｎｏ
交付対象事業の名
称

事業の概要：目的

※本交付金の目的の趣旨に
沿ったものであることを記
入

事業の概要：交付金を充当
する経費内容

※1　全体の施策の一部に
本交付金を充当する場合
は、全体の事業についても
記入。

※2　個人等に対する給付
事業の場合は、その旨記入

【任意回答】

地方版総合戦略に盛り
込む予定の基本目標及
びその数値目標と本事
業との関係

効果検証の方法、時期
及び体制

メニュー例の各分野に該当し
ている場合はその番号（①地
方版総合戦略の策定のための
調査委託、②UIJターン助成、
③地域しごと支援事業等、④
創業支援・販路開拓、⑤観光
振興・対内直接投資、⑥多世
帯交流・多機能型ワンストッ
プ拠点（小さな拠点）、⑦少
子化対策（地域消費喚起等型
対応等を除く。）
※　複数可

まち・ひと・しごと
の創生に向けた政策
５原則との関係

①自立性
②将来性
③地域性
④直接性
⑤結果重視

担当
部課名

01221

名寄市

北海道 kinsu-takao@city.nayoro.lg.jp

57,590

57,59001654-3-2111（内線3303）

金須　孝夫

総務部企画課

備考

【都道府県のみ
回答】

内閣府から都道
府県に委託予定
のプロフェッ
ショナル人材セ
ンターとの連携
に関する検討状
況
※UIJターン助
成金のみ該当

事業
始期

事業
終期

交付対象事業に
要する費用

※基礎交付分
のみ

予算
区分

本市における、人口の将来
展望を踏まえ、雇用の創出
や定住・交流人口の拡大、
子育て支援などの施策に加
え、市立大学を中心とした
地域の活性化を図る「名寄
市総合戦略」を策定するた
めに、必要な専門的調査等
を実施する。

名寄市総合戦略策
定事業

1

方法・体制：
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

27 3 27 1210,000

専門的調査の実施経費：
・過去の人口動態等を踏ま
えた将来人口推計
・住民を対象とした意識調
査
・基幹統計等を活用した、
各政策分野における、他自
治体との比較に基づく、本
市の特性、強み・弱み等の
調査・分析

総合戦略案に係る意見集約
に関する事業経費：
外部有識者を含む総合戦略
検討会の運営費
・他自治体との広域連携
フォーラム開催経費

H26（補正）

うち26（補正）交付額

57,590             

⑴　交付限度額

⑸ ⑼⑻⑺⑹②

0

経済部営業
戦略課

（合宿推進
事業：教育
部次長）

経済部農務
課

健康福祉部
こども未来
課

総務部企画
課

3,243

該当なし

該当なし 0

028,601

5,426

該当なし

該当なし
多世代交流人
口：1,000人

H28.3

方法・体制：
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

観光入込客数
目標：704千人
現在：587千人
（H22度比20％
増）

合宿受入目標
3,000人
現状2,500人

H28.3

H28.3

方法・体制：
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

方法・体制：
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

・もち米マイ
スター20人

・認証農産物3
品

・企業研修５
社

02 青空子育て支援事
業

転勤族の多い名寄市では、
子育てが孤立化する傾向が
あり他市町村にはない子育
て支援を模索していまし
た。農村地域には活用可能
なへき地保育所跡地があ
り、親子でバスでお出かけ
し、地域老人クラブとの交
流を行い、多世代間の交流
を促進する。また、日本一
の作付面積を誇るもち米を
活用した誕生もちを贈呈
し、家族で１歳の誕生をお
祝いていただくきっかけを
提供する。

親子お出かけバスツアー事
業：
・バスチャーター代、収穫
祭等季節イベントの経費

誕生もち助成事業：
・市内統一単価による誕生
もちの経費

H26（補正）



（別紙１）

(単位：千円）

担当部局課名 メールアドレス

担当者氏名 交付対象経費総額

電話番号

「○」を選択した場合には、その策定時期（見込み）

⑵ ⑶① ⑶② ⑷ ⑽ ⑾ ⒀ ⒁

「その他」を選択した場合には、
①H26（補正）で計上できなかっ
た理由
②いつの予算で計上するのか
を記入

年 月 年 月 指標値
目標
年月

金額

⑿

平成27年度中での地方版総合戦略策定予定 ○

平成２７年中

⑹①

平成26年度　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施計画
【基礎交付分】

都道府県名

市町村名

都道府県・市町村コード（５桁）

施設整備費（補修を含む）を含
む場合は、その内容・金額

本事業における重要業績
評価指標（ＫＰＩ）

Ｎｏ
交付対象事業の名
称

事業の概要：目的

※本交付金の目的の趣旨に
沿ったものであることを記
入

事業の概要：交付金を充当
する経費内容

※1　全体の施策の一部に
本交付金を充当する場合
は、全体の事業についても
記入。

※2　個人等に対する給付
事業の場合は、その旨記入

【任意回答】

地方版総合戦略に盛り
込む予定の基本目標及
びその数値目標と本事
業との関係

効果検証の方法、時期
及び体制

メニュー例の各分野に該当し
ている場合はその番号（①地
方版総合戦略の策定のための
調査委託、②UIJターン助成、
③地域しごと支援事業等、④
創業支援・販路開拓、⑤観光
振興・対内直接投資、⑥多世
帯交流・多機能型ワンストッ
プ拠点（小さな拠点）、⑦少
子化対策（地域消費喚起等型
対応等を除く。）
※　複数可

まち・ひと・しごと
の創生に向けた政策
５原則との関係

①自立性
②将来性
③地域性
④直接性
⑤結果重視

担当
部課名

01221

名寄市

北海道 kinsu-takao@city.nayoro.lg.jp

57,590

57,59001654-3-2111（内線3303）

金須　孝夫

総務部企画課

備考

【都道府県のみ
回答】

内閣府から都道
府県に委託予定
のプロフェッ
ショナル人材セ
ンターとの連携
に関する検討状
況
※UIJターン助
成金のみ該当

事業
始期

事業
終期

交付対象事業に
要する費用

※基礎交付分
のみ

予算
区分

うち26（補正）交付額

57,590             

⑴　交付限度額

⑸ ⑼⑻⑺⑹②

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

H26（補正）

H26（補正）6 名寄市立大学保健
福祉学部再編事業

名寄市立大学保健福祉学部
内に、新たに保育士および
幼稚園教諭の養成を主眼と
する社会保育学科を設置
し、地域における子ども子
育て支援に関するリーダー
となりうる専門職の養成お
よび地域に対しての人材供
給を行うことにより、若年
層人口の拡大と地域定着を
図るとともに、これまで同
学が持つ保健医療福祉分野
と連携した子ども子育てに
関する機能強化を図ること
で、地方公立大学が強く求
められる地域力向上機能の
強化を図る。

保健福祉学部再編に伴う広
報周知・学生確保活動
・各地域における高校訪
問、進学説明会等の開催に
よる学生確保活動
・募集重点地域およびWeb
媒体等における各種宣伝広
告活動
・社会保育学科実習施設お
よび学生就職先に対する周
知宣伝活動

社会保育学科設置に伴う教
員確保対策

6,741 27 3 28 3

社会保育学科
初年度志願倍
率
　2.6倍（1学
年定員50名）

H28.3

（大学内）
外部有識者による学長
諮問機関である名寄市
立大学参与会において
事業に関する評価の学
内内部評価を実施。
時期：
平成28年5月（予定）

（大学外）
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

該当なし 0 大学事務局
総務課

28 3

新規創業・店
舗リニューア
ル件数：３件

物産展等への
出展件数：５
件

H28.3

方法・体制：
外部有識者（産・官・
学・金・労等）を含め
た第三者委員会を設置
し、個々の事業につい
てPDCAサイクルによる
検証を実施

時期：
平成28年7月（予定）

該当なし 05 企業活動活性化事
業

7

経済部営業
戦略課

本市の地域経済や雇用を支
える市内企業の９割は中小
企業（うち７割は小規模企
業）であるが、後継者不足
や店舗改修時期の到来など
多くの課題を抱えている。
上記のほか、地域コミュニ
ティの重要な担い手である
中小企業等の持続的発展を
支援をするために、新たな
検討組織を設置し、支援制
度の整備を行うことによ
り、企業の新陳代謝を促
し、経済活性化や地域振興
を図る。

店舗支援事業：
・市外から新たに新規創業
する者や既存店舗の増改築
をする者に対し、費用の一
部を支援（補助率20/100、
上限100万円）

販路拡大事業：
・地場企業が展示会、物産
展等に参加する費用の一部
を支援（補助率50/100、上
限10万円）

3,579 27 4

8


